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1947 年の施行から 70 年を経た日本国憲法は，1889 年大日本帝国憲法の天
皇主権原理を否定し， 国民主権原理を採用している （前文，第 1 条）。また， 地
方自治についても特別の章（第 8 章）を新たに創設した。日本国憲法第 15 条
第 1項は「公務員を選定し，及びこれを罷免することは，国民固有の権利で




であるが， この 「住民」 が 「国民」 の一部を意味するのか， それとも 「国民」
とは異なる概念であるのかについては，判例では前者の見解が採用されたも
のの，学説においては現在も解釈上の争点の一つになっている。
さらに，日本国憲法第 98 条第 2 項は，条約及び国際法規の遵守義務を定
めている。1966 年に国連総会で採択され，日本も 1979 年に批准した「市民











マーストリヒト条約は，欧州連合構成国の国民を 「EU 市民」 （マーストリヒト
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日本における「定住外国人」の地方選挙権
条約第 8B 条，リスボン条約第 9 条，EU 運営条約第 20 条）とし，欧州議会選挙の選
挙権・被選挙権のみならず，居住する構成国の地方選挙権・被選挙権を当該






































あった19）。しかし，敗戦後の 1945 年 12 月 17 日公布の衆議院議員選挙法中
改正法の附則第 5項に「戸籍法ノ適用ヲ受ケザル者ノ選挙権及被選挙権ヲ当
分ノ内停止シ選挙人名簿ニ登録スルコトヲ得ザルモノトスルコト」と定めら
れ20），その後 1947 年 5 月 2 日に発せられた最後の勅令（外国人登録令）に















日本国憲法前文及び第 1 条は「国民主権」原理を明記し，第 10 条で「日
本国民」たる要件の具体化を国籍法に委ね，出生，準正による国籍取得（同





要求している（同法第 9条第 1項，第 10 条第 1項第 1号～第 2号）。
これに対して，地方選挙については，憲法は地方自治制度の保障が「地方
自治の本旨」（第 92 条）に基づくものであるとし，その長，議会の議員等は
その「地方公共団体の住民」が直接選挙する（第 93 条第 2 項）。地方自治法は
「市町村の区域内に住所を有する者は，当該市町村及びこれを包括する都道
府県の住民とする」（同法第 10 条第 1 項）とした上で「住民はその属する普通
地方公共団体の役務の提供をひとしく受ける権利を有し，その負担を分担す
る義務を負う」と規定する（同条第 2 項）。2009 年改正入管法，改正住民基本
台帳法の「住民」には「外国人住民」も含まれている。しかし，地方選挙権
の享有主体については「日本国民たる年齢満 18 年以上の者で引き続き 3 箇
月以上市町村の区域内に住所を有する者」（公選法第 9 条第 2 項）に限定し，被
選挙権についても「日本国民」であることを要件としている（同法第 10 条第 3









民」（憲法第 93 条第 2 項）概念は同質性が求められるか否かが問われた。現在
の学説を整理すると，（ i） 全面禁止説，（ii） 全面許容説，（iii） 全面要請





べきこととなる。この考え方に立てば，憲法第 15 条第 1 項の「国民」と憲









































B 説を採用する見解として，（iv）国政禁止・地方許容説は，憲法第 93 条
第 2 項の「住民」には外国人は含まれないが，「外国人の地方議会議員選挙
権を排除するものではな」く，法律によって付与することは認められるとす




止・地方要請説は，憲法第 15 条第 1 項の参政権は「国民主権」原理から派





憲法第 43 条第 1 項の「全国民の代表」の意義は不明確だから，立法府が憲
法改正することなく外国人の国政選挙制度を導入することは可能であるとし
て許容説を，次に地方選挙については，憲法第 93 条第 2 項の「住民」概念
は歴史的にも国籍とは無関係なものとして行政法上使用されてきたこと，憲









の義務を負わざるを得ない社会構成員は，憲法第 15 条第 1 項の「国民」に







































時に， 自由民主党の地方議員らが中心となり， 2009 年 10 月から 12 月の間に
全国の地方自治体で外国人参政権に反対する意見書採択運動を展開し，14
の県議会で反対意見書を採択するに至った。




その後，外国人選挙権に否定的な自由民主党が 2010 年 12 月に再び政権を
奪取して以降（公明党との連立政権），自由民主党は 2012 年に憲法改正案を提
示し， そこでは改正案第 15 条第 3 項に公務員の選定権の主体を 「日本国籍」 
を有する成年者と明記し，また地方選挙権についても同改正案第 94 条第 2
項で「日本国籍」を有する者が直接選挙できることを規定した。自民党の公












で投票権を与えることについて，賛成が 60%，反対が 29% であった39）のに
対して，2010 年 4 月実施の『読売新聞』と『韓国日報』の共同調査では，








考に，1996 年 12 月，日本で初めて外国人市民代表者会議を発足させたのは
川崎市である。それから約 20 年が経過するが，2013 年 1 月現在，同様の常
設型会議は全国 27 の自治体に拡大している41）。もっとも，大半は要綱等で
設置しており，条例で設置している代表者会議は，川崎市（1996 年），伊賀市
（2007 年），宮城県（2007 年），浜松市（2008 年）の 4自治体のみである42）。
川崎市の外国人市民代表者会議は「川崎市外国人市民代表者会議条例」に
よって設置され，その設置目的は，「外国人市民の市政参加を推進し，もっ



















































られることになった（2012 年 7 月施行）。これにより，外国人住民は，法律上， 
地方公共団体の「住民」として行政サービスを受ける権利主体であることが
より明確化されたと考えるべきである。そもそも地方公共団体の役割，存在
意義は「住民の福祉の増進を図ること」（地方自治法第 1 条の 2）にあり，「市
町村の区域内に住所を有する者」を当該市町村及び都道府県の「住民」と















化共生推進プラン策定」（2017 年 3 月）に向けた調査活動として，「多文化共
生推進団体へのヒアリング」を行ったり，「なごや多文化共生まちづくり会
議」を開催したりし，市民（住民）の生の声を下から吸い上げるための活動











を制定するという 「個別設置型条例」 と （b） 住民投票の対象となる事項や
投票資格者，発議の方法，成立要件等をあらかじめ定めておくという「常設
型条例」とがある。日本で初めて定住外国人に住民投票の投票資格を付与し











民団中央本部国際局調べによれば，2005 年 2 月末現在，「永住外国人」を含
む住民を投票権者とする条例は 177 自治体とされている。このうち，「合併























 2）　法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）」によれば，在日外国人数は 247 万
1458 人（2017 年 6 月時点），総人口に占める外国人比率は 1.95% である。このうち， 
「特別永住者」は 33 万 4298 人，「永住者」は 73 万 8661 人，「日本人の配偶者等」は 13
194
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